
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [107,669円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.4]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.09人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.2%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [258,738円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

七ケ浜町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力指数
　・類似団体平均を下回っています。税収はここ数年減少していますが、地方交付税見直し等による基準財政
需要額の減額がさらに大きいため指数は３年連続伸びています。
■経常収支比率
　・類似団体平均を上回っています。経常収支比率は３年連続で増加しており、経常一般財源の落ち込みが顕
著であることから、職員数の更なる削減及び指定管理者制度の導入等により経常経費の一層の削減を図って
いきます。
■人口1人当たり人件費・物件費等決算額
　・類似団体の平均を上回っています。人件費は集中改革プランの着実な実行により削減していきます。また、
物件費は、指定管理者制度の導入等により削減していきます。
■ラスパイレス指数
　・職員給の見直しにより類似団体平均より下回っています。今後とも人事院勧告に準拠して、給与水準を維
持しながら適正な運営を図っていきます。

■人口1人当たり地方債現在高
　・類似団体平均を下回っています。新規地方債の発行については、１会計年度当たり４億円を上限額に設定
し、財政の健全化を図っていきます。
■実質公債費比率
　・類似団体平均を上回っています。地方債発行額を当該年度に償還する元金額を上回らないように設定するこ
と等により引き続き起債制限を受けない水準を維持していきます。
■1,000人当たり職員数
　・類似団体平均を僅かに上回っています。集中改革プランの数値目標に従い、平成17年度から５年間で国の数
値目標の約２倍にあたる8.7％（15名）を削減していきます。


